
作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

岐阜県下呂市

山村 過疎

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

下呂市循環型社会形成推進地域計画

地域の要件がその他の場合
は具体的に記載

構成市町村等（作成者）名

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

計画期間※ 5年

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

R6,11,27

下呂市（山村・過疎、一部の区域を除く）

851.21

29,202（R5）

１　計画の基本的な事項

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、
過疎地域に該当がある市町

村名

地域総面積（㎢）

地域内総人口（人）

開始年月日

終了年月日

令和7年4月1日

令和12年3月31日
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（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

実施しない（予定）地域

プラ要件化対象事業の実施

備考

実施予定の場合

　広域処理検討会に加入し協議中であるが、予定方法に関しては、未だ何ら方
向性が定まっていない。従って、その詳細を表示できる様な情勢では無く、具
体的事項の記載が不可能である。なお、ケース如何によっては、財政負担等の
観点から離脱する可能性も在る。

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

実施済の場合

　平成16年11月から飛騨圏域での協議を重ね、平成18年度に開催された「飛騨圏域廃棄物問題検討会（市
村長会議）」に於いて、廃棄物の広域処理については、市民の理解を得る観点、施設整備年度の違いによ
る財政的な投資の差の観点、更に一極集中では災害時の対応に苦慮する観点から広域化は困難であるとの
結論に至っている。　また、令和6年9月にごみ処理広域化・集約化及びプラスチック資源循環促進法への
対応に係る飛騨ブロック会議が設けられ、県のごみ処理広域化・集約化計画☞R32年度を踏まえた排出予
測からR12年度目標、県内4圏域枠組みでの焼却施設の配置・施設数の望ましい姿の紹介と県内他圏域での
検討や動向の事例の提示も在った。しかしながら、当ブロック会議での他市の意思（一自治体単独での処
理）や、隣接自治体の動向、当市のおかれた地理的背景等から総合勘案の結果、現在のところは、当市で
の単独処理が現実的という見解である。
　なお、都道府県が策定する広域化・集約化計画等での対象地域の位置づけは、岐阜県飛騨ブロックと
なっている。

岐阜県ごみ処理広域化・集約化計画

－

未定

未定

⑤その他（詳細は下記）
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ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

未策定の構成市（策定予定時期）

備考

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた検討状
況

※全ての構成市町村で導入
済の場合は記載不要

策定状況

策定済の構成市（計画の名称）

仮置場候補地は、別途備付資料にて管理、計画本文には箇所数、集計面積、条
件応変措置等を表示。
他には、分別区分、仮置期間中対策、レイアウト例について表している。

下呂市（下呂市震災廃棄物処理計画、下呂市水害廃棄物処理計画）

①構成市全てで策定済

①全ての構成市町村で導入済有料化導入状況
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２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和5年度 令和12年度 現状比

29,202 26,008 -10.9%

3,919 3,672 -6.3%

5,488 4,985 -9.2%

186 189 1.6%

　その他排出量（トン） 484 373 -22.9%

　⑤総排出量（トン） 9,891 9,030 -8.7%

366 365 -0.3%

　再生利用量 1,052 893 -15.1%

11% 10%

　最終処分量 1,086 993 -8.6%

11% 11%

　エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 0 0

　年間の熱利用量（GJ） 未把握 推計不能

特記事項

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。

※　別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

⑤総排出量：②＋③＋その他排出量の和〔単位：トン〕

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
　　　　　　※事業系・生活系それぞれで記載。

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：事業系の資源ごみ量＋生活系の資源ごみの量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目
標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　排出量

　⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　③生活系ごみ排出量（トン）

　②事業系ごみ排出量（トン）

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

　①総人口（人）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

・その他排出量には集団回収量を含む。
・焼却施設では温水の場内利用を行っている。

　⑦総資源化量（トン）

　⑧埋立最終処分量（トン）
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予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものもがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

一般廃棄物処理基本計画（以下、「基本計画」）は、H29まで実績値、H30から推計値。　この度の地域計画の
推計値に関しては、直近R5実績を踏まえ、基本計画推計値との差を比率按分して反映した。

④…単身者、独居の割合が増え世帯に比例して排出される量が増加。　気候変動、世代替わり等で耕作断念や
放棄が増え野菜果物を購買する事での包装類の増加や生ごみ堆肥使用率の低下。
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（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和5年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

9,891 t
リサイクル率

10.6%

処理残さ量

1,531 t
排出量 計画処理 16.3%

9,407 t
100.0% 減量化量

7,752 t
自家処理量 82.4% 最終処分量

1,086 t
11.5%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和12年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

9,030 t
リサイクル率

9.9%

処理残さ量

1,400 t
排出量 計画処理 16.2%

8,657 t
100.0% 減量化量

7,144 t
自家処理量 82.5% 最終処分量

0 t 993 t
11.5%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

893 t

0 t

0.0%

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

中間処理量 処理後最終処分量

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

処理後最終処分量

407 t113 t

124 t

484 t 1,052 t

9,407 t
9,283 t 1,086 t

373 t

0 t

直接資源化量

8,657 t
993 t

4.7%

11.5%

1.3%

98.7%
8,544 t

0 t

0.0%

処理後再生利用量

直接資源化量 処理後再生利用量

445 t
4.7%

98.7%

1.3%

11.5%

中間処理量

直接最終処分量

直接最終処分量
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（３）各構成市町村の一般廃棄物の処理の現状と目標

現状

令和5年度 令和12年度 現状比

3,919 3,672 -6.3%

5,488 4,985 -9.2%

484 373 -22.9%

9,891 9,030 -8.7%

1,052 893 -15.1%

11% 10%

1,086 993 -8.6%

11% 11%

目標
下呂市

　総排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　事業系ごみ排出量（トン）

　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

　排出量

　再生利用量

　最終処分量
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（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

　一部の事業系ごみについては、委託業者が収集している。その他の事業系ごみのうち、直接搬入や許可
業者収集以外は生活系ごみとして収集されている実例が見受けられる。
　従前の地域計画から生活系と事業系の線引きを明確化し、適正な収集体制を確立するよう進めている
が、問題点も多く成果があがっていないのが実情である。　今後は焼却施設の運用体制等により、適宜見
直しを図るものとする。

　上記（１）の今後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表３のとおり必要な施設整備、表４のと
おり計画支援事業等を行う。また、参考として現有施設の一覧を表５で示す。

　　ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

　最終処分場については、焼却残渣、破砕くず等は一般廃棄物の自区内処理の原則を踏まえ、一部資源化
も行いながら埋立量の減量を図ると同時に、令和3年度に整備完了した被覆型施設での埋め立て処分を行
う。
　なお最終処分場に埋め立てる不燃残渣の中には、資源化可能な陶磁器（食器）類の破砕屑が含まれてお
り、最終処分場の延命化を図る上で、陶磁器（食器）類の資源化を必要に応じて推進する。

　　ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

　令和元年度から焼却施設では、下水道汚泥の本格的な受け入れ及びし尿脱水汚泥の受け入れを開始し焼
却処理しており、適宜、運搬事業者等との効率的な運行の為、持ち込み量の調整を行っている。
　また併せ産廃の受け入れについては、施設の許容範囲以内で認めているのが現状である。　今後ともご
み減量化資源化に理解を求めてゆきたい。

　　イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後 

　平成３０年度末に新ごみ焼却設備に更新。平成３１年４月から本格稼動し可燃ごみ、汚泥、及び災害廃
棄物等にも対応した焼却及び熱回収を行っている。また不燃、粗大、資源ごみについては、市の各箇所の
リサイクルセンターで破砕・選別・圧縮・梱包し、資源として回収している。今後も継続して分別収集
し、資源回収処理を行っていくものとする。ごみ焼却設備に関しては、現在地での施設の操業期限に備
え、次なる場所・施設での可燃物処理施設整備事業を推進してゆく。
　容器包装リサイクル法に基づくビン、缶の分別収集では、ペットボトルとダンボールについて分別収集
して資源化している。また容器包装リサイクル法に基づく分別収集については、焼却施設に併設したリサ
イクル施設には増設する余地がないことから現在の施設を継続稼働しなければならないため、当面は老朽
化した設備の点検・補修を行いながら資源化を続けていくものとするが、公による中間処理を改め、民営
事業者への資源出荷ルート構築を検討してゆく。
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表２　下呂市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法
処理施設

等
分別区分 処理方法

処理施設
等

分別区分 処理方法
処理施設

等
一次処理 二次処理

可燃ごみ
焼却/熱回
収→温水、
融雪

下呂市ク
リーンセン
ター

可燃ごみ 焼却
熱回収→温
水、融雪

下呂市ク
リーンセン
ター

不燃ごみ
（陶磁器、
割れ物）

選別、破砕
～埋め立て

同上＋市北部
リサイクルセ
ンター（一
部）

不燃ごみ
（陶磁器、
割れ物）

選別、破砕 埋め立て

同上＋市北部
リサイクルセ
ンター（一
部）

資源ごみ（下
段2品目を除
く）

選別、手解
体、圧縮、
他

同上
資源ごみ（下
段2品目を除
く）

選別、手解
体、圧縮、
他

資源売却 同上

ペットボト
ル

選別、圧縮
下呂市ペット
ボトルリサイ
クルセンター

ペットボト
ル

選別、圧縮 同上
下呂市ペット
ボトルリサイ
クルセンター

小型家電 委託
廃小型家電品再資源
化事業者に同等と市
町村認定した業者の
各処理施設

小型家電 委託

委託先にて資源
出荷、資源化不
能部分は、再引
き取り

廃小型家電品再資源
化事業者に同等と市
町村認定した業者の
各処理施設

通称「専ら
物」

集団回収
市内「専ら
物」引き取
り業者

通称「専ら
物」

集団回収 資源売却
市内「専ら
物」引き取
り業者

現　　　状（R5年度） 今　　　後（R12年度）

下呂市
分別区分 処理方法

処理施設等
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表３－Ａ　マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

事業番号 1

施設名称
【仮称】下呂市リサ

イクルセンター

事業主体 下呂市

工種 未定

事業目的
（新設・改良等の理由）

既存の不燃資源物処
理設備の老朽化で故
障頻発し維持管理費
肥大、交換代替品の
廃版や非汎用化で修
繕等に苦慮

施設種別 未定

処理方式 未定

処理能力（単位） 未定

事業期間 未定

竣工（事業完了）予定年月 未定

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
未定

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化地域計画
（計画の名称）

－

プラ要件化の
経過措置の適用

－

プラ施設整備事業 未定

CO2削減率
※改良事業の場合

未定

スラグの利用計画
※灰溶融施設を整備する場合

未定

ストック対象物
※ストックヤードを整備

する場合
未定

備考 下記のとおり

国土強靭化地域計画（計画の名称）について…次年度（R7）以降、当施設整備事業についての掲載を予定
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表３－Ｂ　エネルギー回収等のための整備事業

事業番号 2

施設名称
下呂市（次期）ク
リーンセンター

事業主体 下呂市

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

現施設敷地での可燃
物処理の稼働期限到
来

施設種別
ごみ焼却施設（エネ
ルギー回収あり）

型式及び処理方式 未定

処理能力（単位） 未定

事業期間 Ｒ13～Ｒ26

竣工（事業完了）予定年月 Ｒ２7,３

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
未定

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

プラ要件化の経過措置 －

エネルギー回収率
※発電・熱回収がある

場合
未定

余熱利用の計画 未定

外部供給における利活
用の概要

未定

CO2削減率
※改良事業の場合

－

燃料の利用計画
※ごみ燃料化施設を整

備する場合
－

バイオガス熱利用率
※バイオガス化施設を

整備する場合
－

バイオガスの利用計画
※バイオガス化施設を

整備する場合
－

備考 裏面枠外のとおり
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計画１人１日平均排出
量（g）

493g

計画収集人口（人） 26,008人

計画直接搬入量
（t/日）

30.00t

計画年間日平均処理量
（t/日）

43t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

通知に基づく施設規模
（計画１人１日平均排出量×計画収集人口

＋計画直接搬入量）÷実稼働率

54t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

災害廃棄物処理計画へ
の受入の記載有無

災害廃棄物処理量
（見込み％）

災害廃棄物処理量を見込
んだ通知に基づく施設規

模
54t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

適切な施設規模よりも大
きいまたは小さい施設規

模で整備する場合

備考

国土強靭化地域計画への記載（計画の名称）について…次年度（R7）以降、当施設整備事業についての掲載を予定

エネルギー回収のありなしに関わらず、焼却施設を環境省所管の交付金等を活用し、整備する場合は下記を記載
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表３－Ｃ　廃棄物運搬中継のための整備事業

事業番号 3

施設名称
【仮称】下呂市廃プ

ラ類保管庫

事業主体 下呂市

工種 新設工事

事業目的
（新設等の理由）

広域処理検討会加入
協議中、仮に将来、
県内や隣接県の近場
に中継基地が設営さ
れた暁には、当該箇
所までの運搬を目指
し、一時保管できる
倉庫を暫定の計画と
したい。

型式及び処理方式 未定

処理能力（単位） 未定

事業期間 未定

竣工（事業完了）予定年月 未定

設置予定地
※検討中の場合は「未定」

未定

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

プラ要件化の経過措置 －

プラ施設整備事業 －

関連する広域化・集約化
事業の概要

下記のとおり

施設へのごみの直接持ち
込みの有無

未定

取扱う収集品目 廃プラ

備考 下記のとおり

国土強靭化地域計画への記載（計画の名称）について…次年度（R7）以降、当施設整備事業についての掲載を予定

関連する広域化・集約化事業の概要について…広域処理検討会に加入し協議中であるが、予定方法に関しては、未だ何ら方
向性が定まっていない。従って、その詳細を表示できる様な情勢では無く、具体的事項の記載が不可能である。なお、ケー
ス如何によっては、財政負担等の観点から離脱する可能性も在る。
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表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 ➀ ② ③

関連する本体事業の番
号

2 2 3

事業名
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業

事業主体 下呂市 下呂市 下呂市

事業目的
エネルギー回収型廃
棄物処理施設整備事

業のため

エネルギー回収型廃
棄物処理施設整備事

業のため

廃棄物運搬中継施設
整備事業のため

事業概要
基本構想/適地検証
候補地選定委員会開

催支援

用地測量/物件補償調
査/土地鑑定

用地測量/物件補償調
査/土地鑑定

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

－ ○ ○

プラ要件の経過措置 － － －

プラ施設整備事業 － － －

備考
交付対象外の分は、

単費＋地方債
交付対象外の分は、

単費＋地方債
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表５　現有施設一覧　➀ 表５　現有施設一覧　②

施設種別
リサイクルセン

ター
リサイクルセン

ター
リサイクルセン

ター
リサイクルセン

ター
施設種別

熱回収（焼却）施
設

最終処分場 最終処分場 し尿処理施設

施設名
下呂市クリーンセ
ンター

下呂市北部リサイ
クルセンター

下呂市南部リサイ
クルセンター

下呂市ペットボトル
リサイクルセンター 施設名

下呂市クリーンセ
ンター

下呂市一般廃棄物
最終処分場

下呂市被覆型一般
廃棄物最終処分場

中山浄化園

施設所有主体 下呂市 下呂市 下呂市 下呂市 施設所有主体 下呂市 下呂市 下呂市 下呂市

型式及び処理方式 選別・破砕・圧縮 選別・破砕・圧縮 選別・破砕・圧縮 選別・圧縮 型式及び処理方式
全連続運転式ス
トーカ炉

準好気性埋め立て 準好気性埋め立て 脱窒素＋高度処理

処理能力（単位） ３．５ｔ／５ｈ ２．０ｔ／５ｈ １．５ｔ／５ｈ ３００kg／ｈ 処理能力（単位）
６０ｔ／日

（３０ｔ×２炉）
５６，６８０ ㎥ ２８，０００ ㎥ ３４kℓ／日

エネルギー回収の有無 無 無 無 無 エネルギー回収の有無 有 無 無 無

竣工年月 Ｈ５,８ Ｈ６,３ Ｈ６,３ Ｈ１１,３ 竣工年月 Ｈ３１,３ Ｈ２４,３ Ｒ４，３ Ｓ５２,１２

廃止又は休止（予定）年月 未定 未定 未定 未定 廃止又は休止（予定）年月 未定 Ｒ９,３ Ｒ２１,３ 未定

施設所在地
岐阜県下呂市小川
２３９０

岐阜県下呂市小坂
町坂下８７０

岐阜県下呂市金山
町金山２９０６

岐阜県下呂市宮地
２２２６－７８

施設所在地
岐阜県下呂市小川
２３９０

岐阜県下呂市萩原
町四美８８２

岐阜県下呂市夏焼
１０９

岐阜県下呂市三原
４５８

想定される浸水深 ０ｍ ０ｍ ０ｍ ０ｍ 想定される浸水深 ０ｍ ０ｍ ０ｍ ０ｍ

浸水対策 不要 不要 不要 不要 浸水対策 不要 不要 不要 不要

交付金を活用した解体を実
施する場合、その交付条件

交付金を活用した解体を実
施する場合、その交付条件

関連性・連続性の
解体

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月

Ｒ２１,６

完了（予定）年月 完了（予定）年月 Ｒ２３,３

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

備考
圧縮…現在、使用
停止中

破砕・圧縮…現
在、使用停止中

補足（処理方式）
梱包

備考

補足（エネルギー
回収）
余熱供給…施設内
への給湯、融雪
（ロードヒーティ
ング）

浸出水処理施設
処理方法：凝集沈殿
処理
処理能力：110㎥/日
（最大816㎥/日）

浸出水は、専用槽に
一時貯留し、し尿処
理施設にて処理
（浸出水貯留槽４０
㎥）

基幹改良
Ｈ１１,３
Ｒ７，３
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４　循環型社会形成推進のための現状と目標（生活排水の処理）

（１）生活排水の処理に関する現状と目標（全域）

現状　: 令和5年度 目標　: 令和12年度

人口 構成比 人口 構成比

16,126 55.2% 16,055 61.7%

5,639 19.3% 4,961 19.1%

4,135 14.2% 3,643 14.0%

25,900 88.7% 24,659 94.8%

2,002 6.9% 882 3.4%

1,300 4.5% 467 1.8%

3,302 11.3% 1,349 5.2%

29,202 100.0% 26,008 100.0%

1,420 510

8,815 7,308

10,235 7,818

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計：総人口（人）

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）

　一般廃棄物処理基本計画（以下、「基本計画」）は、H29まで実績値、H30から推計値。　この度の地域計画の推計
値に関しては、直近R5実績を踏まえ、基本計画推計値との差を比率按分して反映した。

生活排水の処理については、表６に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めていくものとす
る。

表６　生活排水処理に関する現状と目標

処
理
形
態
別
人
口

し
尿
・
汚
泥
の
量

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽（人）

合計（キロリットル）
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（２）各構成市町村の生活排水処理に関する現状と目標

人口 構成比 人口 構成比

16,126 55.2% 16,055 61.7%

5,639 19.3% 4,961 19.1%

4,135 14.2% 3,643 14.0%

25,900 88.7% 24,659 94.8%

2,002 6.9% 882 3.4%

1,300 4.5% 467 1.8%

3,302 11.3% 1,349 5.2%

29,202 100.0% 26,008 100.0%

1,420 510

8,815 7,308

10,235 7,818

令和5年度

実績 目標

令和12年度

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽等（人）

下呂市

処
理
形
態
別
人
口

し
尿
・
汚
泥
の
量

合計（キロリットル）

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計：総人口（人）

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）
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（１）処理体制

（２）合併処理浄化槽の整備

５　目標達成に向けた施策（生活排水の処理）

　　ア 生活排水処理の現状と今後

　生活排水の処理については、し尿及び浄化槽汚泥を、し尿処理施設おいて処理し、発生した汚泥は脱水
した後、ごみ処理施設にて焼却、その後最終処分場に埋立処分している。

　合併処理浄化槽の整備については、表７のとおり行う。
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表７　浄化槽事業等のための整備事業※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付

事業番号 4

事業主体 下呂市

事業名称 浄化槽設置整備事業

現有設備の内容

1,070基

13基

処理人口（人） 4,175人

整備計画

整備計画基数（基） 150基

整備計画人口（人） 420人

事業期間 R7～R11

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

備考 下記のとおり

国土強靭化地域計画への記載（計画の名称）について…次年度（R7）以降、当施設整備事業についての掲載を予定

直近の整備済み基数（基）
（令和４年度）上段=累計、

下段=単年度
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（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

６　関連するその他の施策　➀

　　ア　ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

●資源回収の促進…(1)各地域で行われているPTA・市民団体等の資源回収に対し、奨励金を交付してい
る。今後も奨励金を継続することにより、住民による積極的な資源化、分別の推進を図る。(2)小中学校
の空きスペースを利用した古紙を始めとする資源ごみステーションの設営により、児童生徒の環境教育の
一環として、自由に持ち寄れる場、資源化に繋がるよう地域とのコミュニケーションの場としても有効活
用されている。市としては、資源化活動を情報発信するなど積極的に支援していく。(3）また布類につい
ては市民団体が年に２回程回収し、リサイクルを行っている。今後も、市民への活動情報の提供や、リサ
イクルルートの検討、世界的市場の情報収集など市民団体の活動を支援する。

　　イ　プラスチック資源に関する施策内容

●プラスチック類の発生・排出抑制の推進…イベント等における使い捨てプラスチック製容器の使用抑制
や、詰め替え用品の活用の取組みをPR紹介など市民のリサイクルに対する意識向上や士気高揚に努める。
●マイバッグ持参運動の推進…2020年の国のレジ袋有料義務化も踏まえ、2008年12月以来より買い物時に
おけるマイバッグ持参運動を推進し、不要なレジ袋をもらわないよう啓発を行っている。今後も、マイ
バッグ持参運動の推進を継続し、過剰包装の商品や使い捨ての商品を買わないようにするなど、消費者と
しての環境に配慮した取組みを推進する。
●白色トレイ・リターナブルびん等の店舗回収…集団回収以外でも店舗において自主的に資源ごみの回収
が行われており、資源化をより一層促進する為、店舗にて回収されている牛乳パックや新聞・雑誌・ダン
ボール等の古紙類、白色トレイ等プラスチック類の資源ごみ回収の周知啓発を今後も継続し、店頭回収の
利用促進を促していく。

●環境教育、普及啓発…「ごみ収集カレンダー」「広報誌」「地域の回覧版」「ホームページ」を始め、
あらゆる機会・媒体を駆使して市民や事業者に啓発し、自主的にごみの減量化に取り組むような意識付け
を行う。また市からの一方通行的な情報発信だけではなく、市民・事業者がそれぞれの立場で参加しやす
いよう、様々なプログラムを提供する。具体的には、「集団回収」「施設見学会や環境学習」「出前講座
やワークショップ」「リユース等の体験」「堆肥づくり及び実験利用体験」「環境衛生委員」「エコイベ
ント」など。

●生ごみ水切りの徹底…生ごみの占める割合が高く、特に事業系の生ごみ排出量が多くなっている。全市
的に水切りの徹底ができていない為、市民、事業者ともに生ごみ排出時の水切り徹底をより一層啓発し、
可燃ごみ排出重量の削減を図る。

●食品ロスの削減…飲食店等からの食べ残し削減の為に３０１０（さんまるいちまる）運動の取組みを進
めている。また可燃ごみ中の未利用食品や食べ残し等の状況を組成調査するなど実態を把握するととも
に、食べきり運動の更なる促進など市民・事業者がそれぞれ取組むことのできる行動について情報提供を
行う。
●生ごみ堆肥の有効利用…生ごみ減量化を図る為、コンポスト、家庭用生ごみ処理機などの堆肥化方法
と、でき上った堆肥の利活用方法などの情報提供により、市民や事業者の取組みを促進する。

●ごみの分別指導の情報提供と徹底…資源ごみの分別方法について、情報提供を充実させ周知を図り、分
別精度の向上、資源化率の向上を目指す為、収集運搬業者や地域自治会等との連携により、ごみ排出時の
分別に対する指導を徹底する。

　本市ではこれまで有料化を進め、生活系ごみは指定袋を使用した有料としてきたが、市ごみ収集運搬に係る処理手
数料の一部見直しを行っている。（下段⓵～⓷参照）
⓵可燃ごみ…推奨袋（同等品可）に世帯員数に応じて年度配布の無料券を貼り付けての排出。無料券使い切りの場合
は、有料券購入。…無料範囲内での排出量を目指そうとする心理面での発生量抑制、再使用：再利用促進等のごみ減
量３Rを図る。動向も見極めながら今後は、無料券配布量の段階的縮減をするなど更なる減量化を目指していきた
い。
⓶ペットボトル…任意袋、市処理料無料…有能資源化品目につき、近隣自治体の例に習い無償化。
⓷無料回収拠点…飲食用缶、ペットボトルに関し、無料回収拠点を設置、職員により収集運搬…有能資源化品目につ
き、近隣自治体の例に習い回収拠点設営。
　なお、生活系・事業系の直接搬入は従量制により処理料金を徴収している。
　今後は、ごみ処理コストに大きな変化があったときには、適正な負担額の設定・見直しを行う。

　　ウ　ごみ処理手数料有料化の実施内容
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（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

　平成29年度に策定した「下呂市災害廃棄物処理計画（震災・水害）」により、発災時には、その計画を
もとに迅速な処理を実施する。

　　キ　生活排水対策

　下水道施設や農業集落排水施設を計画的に維持管理し、整備済みの区域は接続を促進する。また、対象
区域外は、補助制度の普及啓発により合併浄化槽の設置を促進する。　家庭等から排出される汚濁負荷量
の削減のため、次の啓発活動の強化を図る…(1)水切りネットの使用、(2)合成洗剤の使用抑制、(3)風呂
排水の再利用
　現在、下水道においては、既に面的整備を行っている農業集落排水処理の一部、小規模集合排水処理に
ついて経営の悪化に伴い”集合排水処理から個別排水処理”への再構築、所謂「下水道から合併処理浄化
槽への転換」を進めていく計画を持っており、対象地域への説明会の開催を行い同意を頂いた地域から事
業化を行っている。しかし同意を得られることに苦慮しており実現に向けての目途は立っていない。

　　カ　災害時の廃棄物処理に関する事項

　　オ　事業系ごみに関する施策内容

事業者の自主的な減量の促進…本市においては事業系ごみの占める割合が高く、各事業所での取り組みを
促進する必要がある為、ごみ減量の工夫やリサイクルの方法に関する情報提供を行い、事業者の責任にお
ける自主的なごみ減量・リサイクル促進を促してゆく。

　　エ　リチウム蓄電池に関する対策

　「資源の有効な利用の促進に関する法律」に基づき、一般廃棄物としての使用済み小型充電式電池の回
収・再資源化を促進する為、「ニカド電池」「ニッケル電池」「リチウムイオン電池」「モバイルバッテ
リー（機器本体）」について、再資源化ルートに従い、小型充電式電池の再資源化に努めている。

６　関連するその他の施策　②

21



（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

　下呂市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、岐阜県及び
国と意見交換しつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。

　計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画の事後評
価、目標達成状況の評価を行う。
　また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。
　なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとする。
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 下呂市 未定 t/○h 未定 未定 未定 未定 未定 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 下呂市 未定 t/日 R13 R26 R13 R26 未定 0

0

0 150,000 0 150,000 0 0 0 0 150,000

3 下呂市 未定 未定 未定 未定 未定 150,000 150,000 150,000 事業費、計画年度ともに暫定表記

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 42,440 0 4,200 0 1,600 2,600 0 0

① 下呂市 R7 R8 12,440 0 0 0 事業費暫定表記

② 下呂市 R8 R10 R8 R9 22,000 3,200 1,600 1,600 0 事業費、計画年度ともに暫定表記

③ 下呂市 R9 R9 R9 R9 8,000 1,000 1,000 事業費、計画年度ともに暫定表記

91,560 91,560 18,312 18,312 18,312 18,312 18,312

4 下呂市 R7 R11 R7 R11 91,560 91,560 18,312 18,312 18,312 18,312 18,312

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

150 基 91,560 91,560 18,312 18,312 18,312 18,312 18,312

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0 284,000 0 245,760 18,312 19,912 20,912 18,312 168,312

し尿処理施設の改良事業等

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

下呂市（次期）クリーンセンター

廃棄物運搬中継のための整備事業

【仮称】下呂市廃プラ類保管庫

有機性廃棄物リサイクル推進のための整備事
業

合     　　計

浄化槽事業等のための整備事業

浄化槽設置整備事業

内
訳

公共浄化槽等整備推進事業

内
訳

用地測量/物件補償調査/土地鑑定

用地測量/物件補償調査/土地鑑定

適正な最終処分のための整備事業

計画支援事業等

基本構想/適地検証
候補地選定委員会開催支援

マテリアルリサイクル推進等のための整備事
業

【仮称】下呂市リサイクルセンター

エネルギー回収等のための整備事業
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一般廃棄物の処理の実績と予測

目標

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

①総人口（人） 31,660 31,090 30,381 29,803 29,202 28,633 28,078 27,552 27,047 26,526 26,008

②事業系ごみ排出量
（トン）

4,791 4,882 4,573 3,843 3,919 3,879 3,837 3,795 3,755 3,713 3,672

③生活系ごみ排出量
（トン）

5,705 6,131 5,637 5,799 5,488 5,389 5,308 5,227 5,162 5,068 4,985

④1人1日当たりの
ごみ排出量
（ｇ/人日）

456 503 473 491 471 484 486 488 490 491 493

その他排出量
（トン）

683 583 531 544 484 461 446 425 413 391 373

⑤総排出量
（トン）

11,179 11,596 10,741 10,186 9,891 9,729 9,591 9,447 9,330 9,172 9,030

⑥1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

965 1,022 969 936 925 931 936 939 943 947 951

⑦総資源化量
（トン）

1,248 1,179 1,077 1,125 1,052 1,019 998 968 950 919 893

⑧埋立最終処分量
（トン）

1,316 1,345 1,215 1,150 1,086 1,060 1,045 1,034 1,022 1,009 993

生活系ごみ排出量
のうち資源化量
（トン）

416 424 395 463 453 327 323 318 316 311 307

年間日数
（日）

366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365

指標・単位

過去の状況・現状 予測
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31,660 31,090 30,381 29,803 29,202 28,633 28,078 27,552 27,047 26,526 26,008 
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令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 総人口の推移

①総人口（人）

683 583 531 544 484 461 446 425 413 391 373 

5,705 6,131 5,637 5,799 5,488 5,389 5,308 5,227 5,162 5,068 4,985 

4,791 4,882 
4,573 3,843 3,919 3,879 3,837 3,795 3,755 3,713 3,672 

11,179 11,596 10,741 10,186 9,891 9,729 9,591 9,447 9,330 9,172 9,030 
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令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

②事業系ごみ排出量

（トン）

③生活系ごみ排出量

（トン）

その他排出量

（トン）

1,248 
1,179 

1,077 1,125 
1,052 1,019 998 968 950 919 893 

1,316 1,345 
1,215 

1,150 
1,086 1,060 1,045 1,034 1,022 1,009 993 
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令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑦総資源化量

（トン）

⑧埋立最終処分量

（トン）

456 
503 473 491 471 484 486 488 490 491 493 

965 
1,022 

969 936 925 931 936 939 943 947 951 
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令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

過去の状況・現状 予測 目標

（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

④1人1日当たりの

ごみ排出量

（ｇ/人日）

⑥1人1日当たりの

排出量

（ｇ/人日）
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目標

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

総人口（人） 31,660 31,090 30,381 29,803 29,202 28,633 28,078 27,552 27,047 26,526 26,008

17,015 16,764 16,655 16,384 16,126 16,086 16,019 16,022 16,023 16,046 16,055

53.7% 53.9% 54.8% 55.0% 55.2% 56.2% 57.1% 58.2% 59.2% 60.5% 61.7%

6,154 6,057 5,910 5,772 5,639 5,556 5,494 5,359 5,225 5,094 4,961

19.4% 19.5% 19.5% 19.4% 19.3% 19.4% 19.6% 19.5% 19.3% 19.2% 19.1%

4,463 4,292 4,205 4,175 4,135 4,092 4,049 3,955 3,835 3,745 3,643

14.1% 13.8% 13.8% 14.0% 14.2% 14.3% 14.4% 14.4% 14.2% 14.1% 14.0%

未処理人口（人） 4,028 3,977 3,611 3,472 3,302 2,899 2,516 2,216 1,964 1,641 1,349汚水衛生未処理人口

生活排水の処理の実績と予測

　指標・単位

公共下水道（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

過去の状況・現状

集落排水施設等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

合併処理浄化槽等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

予測

4,028 3,977 3,611 3,472 3,302 2,899 2,516 2,216 1,964 1,641 1,349

4,463 4,292 4,205 4,175 4,135 4,092 4,049 3,955 3,835 3,745 3,643

6,154 6,057 5,910 5,772 5,639 5,556 5,494 5,359 5,225 5,094 4,961

17,015 16,764 16,655 16,384 16,126 16,086 16,019 16,022 16,023 16,046 16,055

31,660 31,090 30,381 29,803 29,202 28,633 28,078 27,552 27,047 26,526 26,008
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過去の状況・現状 予測 目標

（人） 生活排水処理人口の推移

公共下水道（人）

集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

未処理人口（人）
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